Good faith acquisition in common law jurisdictions by 杉浦,林太郎 & SUGIURA,Rintaro
法学研究論集
第38号　2013．2
英米法圏における善意取得制度
Good　faith　acquisition　in　common　law　jurisdictions
博士後期課程　民事法学専攻　2010年度入学
　　　　　杉　　浦　　林太郎
　　　　　　　　　SUGIURA　Rintaro
【論文要旨】
　英米法系の国と地域の法制度では，他人物売買が行われた場合に，原則的には，いわゆるnemo－
dat準則に従い他人物売買を無効とし，所有者の返還請求を認めるが，例外的に，一定の場合に取
得者の保護を行う，という構成を採用している。本稿では，イングラソド，アメリカ，ルイジア
ナ，ケベックにおける当分野の法状況について整理，検討をする。主としてnemo－dat準則の例外
とされるのは，わが国においては総則編に規定が置かれる事項と商取引に関連する事項であり，物
権法の次元での包括的な取得者保護については，1995年にイソグランドで公開市場における取引
を包括的に保護してきた準則が物品売買法から削除されたことにより，これらの国と地域において
は，いずれも包括的な動産取得者保護の規定を持たなくなった。ただし，そうした法制を採る代わ
りに，禁反言の法理を用いて調整を図る。
　したがって，民法の位置付けを巡る法政策的な議論とも関連するが，少なくとも物権法の次元で
は動的な取引保護よりも静的な所有者保護の役割を果たすべきであると考えるならば，善意取得制
度を用いた取得者の包括的に保護する必要性については疑問が持たれる。
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一はじめに
　善意取得が問題となる場面では，真の所有権者の利益（静的利益）と善意の取得者の利益（動的
利益）とが衝突する。少なくとも，民法典の規律の上では，所有権者による返還請求と善意の取得
者による善意取得とのいずれを原則として保護するのかについて，わが国を含めて，多くの大陸法
系の諸国の採用する法制度においては，動産を原所有者の占有喪失の態様に着目し，占有委託物と
占有離脱物とに分け，それぞれで解決を異ならせることで調整を行ってきた。ところが，第二次大
戦後の動向に限って見ると，一方では善意取得を拡張する方向へと進む法制があり，他方では，善
意取得を制限する方向へと進む法制もある。欧州法統一の流れの中では，主として後者の方向性が
より支持を得ているように思われる。
　同じ問題を巡って2つの全く異なる方向性が同時に見られるのであれば，この制度はどうある
ことが適切であるのだろうか。一つの考え方として，欧州法統一の議論がその出発点を商取引にお
ける統一の売買法を作ることに置いていたことに鑑み，また，善意取得制度を拡張するオランダや
イタリアでは民商合一の法典を持つことから商事の側にウエイトを置いていると考えるならば，善
意取得を拡張する試みは前提としているのが商取引の場面であり，商取引でない場面においては異
なる考慮をすることができるのではないかと仮定することができるのではないだろうか。なぜなら
ば，善意取得制度の制度趣旨が取引の安全であるならば，取引の安全と関係がない場面にまで，そ
の効果を及ぼし，さらに，その認められる範囲を拡大するということになるのであれば，そのこと
には疑問を感じるからである。
　では，仮に，善意取得を制限的に捉えたとして，それでもなお，善意取得制度が必要とされる場
面というのは，どのような場面なのであろうか。そのことを考えるにあたって，英米法を題材とす
ることが有用であると考える。なぜならば，英米法諸国の法制においては，ローマ法に起源を有す
る準則，「何人も自身が有する以上の権利を他人に移転することができない（NEMO　PLUS　IURIS
AD　ALIUM　TRANSFERRE　POTEST，　QUAM　IPSE　HABERETi，ないしNEMO　DAT　QUOD
NON　HABET）」（以下nemo－dat準則という。）を原則として採用しながら，その上で，その例外
が設けられるという構成が採られているからである。
1Ulp．　D．50．17．54．
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　また，同時に，近時の大陸法系の諸国を中心とした議論にも，英米法諸国に端を発する考え方も
導入されているため，そのことについても，簡単に触れたい。
　以下において，イングランド，アメリカ，ルイジアナ，ケベックの法状況について検討を行う。
二，英米法系の諸国における法状況
（1）イングランド
　イングランド法においては，ローマ法のnemo－dat準則を原則として採用しており，1979年の物
品売買法（Sale　of　Goods　Act）21条1項においても，そのことは確認される2。すなわち，第一次
的には，権利，権限のない者からの物の譲渡を無効とし，私的所有権の保護を前提とし，そのた
め，所有者の返還請求を認めている。そうした準則を原則とした上で，例外的に，一定の場合に，
動産の取得者を保護する方向性を探る。
　こうした状況については，ブリッジ（M．G．　Bridge）の「THE　SALE　OF　GOODS」において，
nemo－dat準則を扱う部分の冒頭に引用される，デニング卿（Denning　LJ）のBishopsgate　Motor
Finance　Corpn．　v．　Transport　Brakes　Ltd事件3における表現をここでもそのまま引用すると，「私
達の法の発展の中で，2つの原理が優位を争ってきた。第一の原理は，私的所有権の保護である。
すなわち，何人も自身が有する以上の権利を他人に移転することができない，というものである。
第二の原理は，商取引を保護するためのものである。すなわち，善意かつ有償で，告知を受けずに
取得する老は，正権原を取得するべきである，というものである。第一の原理が長きに渡り優勢を
誇ってきたが，コモソロー自身により，また，制定法により，私達の時代の要請に適合するよう
に，修正されてきた。」と端的に表される4。
　すなわち，イングランド法においては，特定物売買の場合には契約の締結時に所有権が移転する
意思主義を採用するため5，所有権を有しないけれども動産の占有を続ける譲渡人が，自己の所有
しない動産を他者に販売する可能性が発生し，そのため，ローマ法のnemo－dat準則を貫徹させる
2Art．21　Sale　of　Goods　Act，　Sale　by　person　not　the　owner
　（1）Sublect　to　this　Act，　where　goods　are　sold　by　a　person　who　is　not　their　owner，　and　who　does　not　sell　them
　under　the　authority　or　with　the　consent　of　the　owner，　the　buyer　acquires　no　better　title　to　the　goods　than　the
　seller　had，　unless　the　owner　of　the　goods　is　by　his　conduct　precluded　from　denying　the　seller’s　authority　to
　sell．
3［1949］AC322．336．7．
4M．　G．　Bridge，　THE　SALE　OF　GOODS　2nd　ed，，　Oxford，2009，　p．225．
5イングランドにおいては，わが国におけるように，全ての物について画一的な所有権の移転時期を定めるよ
　うな法制を採用していない。すなわち，一方では物品売買法2条1項により，売買契約によって特定物の所
有権は移転すると定めており，この点では意思主義を採用しているが，他方で，同法の17条1項で，所有権
　の移転時期を両当事者の合意にかからしめているため，純粋な意思主義を採用しているとはいえない。ま
　た，物品売買法の外側での法律行為（贈与や消費貸借など）による物の移転については，契約法の一般原則
　が当てはまり，所有権の移転に物の引渡しを必要とする引渡主義が採用される。
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と困難が生じるため，いくつかの例外的に善意6の有償取得者（bona　fide　purchaser　for　value）を
保護する法理を形成していった。
　ここでいう善意の有償取得者とは，売主が真の所有権者でないということについて善意であり，
かつ，そうした告知（notice）を受けていない者であり，公正な対価をもって動産を取得した者で
あると定義される。そのため，贈与や不釣合いな対価でもって取得した者は，この法理によっては
保護を受けない。
　この善意の有償取得者の保護が認められるのは，従来，（i）公開市場における取引の場合，（ii）取り
消し可能な権原（voidable　title）の下で，取引がなされた場合，㈹売主の返還請求が禁反言によっ
て制限される場合，6v）占有する売主（seller　in　possession）から物品を取得する場合，（v）占有する
買主（seller　in　possession）から物品を取得する場合，㈹商取引において取得する場合であった。
　以下においては，これらの場合について，順に述べる。
（i）公開市場（market　overt）における取引
　公開市場とは，定期市（fair）や市場（market），日常的に同種の物を扱う店舗のような，一般
人の出入りが自由な場所である，と定義される。
　公開市場における取引がなされた場合には，売買目的物に真の所有権者が他にいる場合でも，有
償で物品を取得した者は保護される。
　こうした公開市場の法理は，13世紀中頃から形成され始めたと言われるが，所有者が自己の物
が窃盗にあったとして訴えを行った場合に，通常であれば占有者は自己の合法的な取得を証人を立
てて証明をしなければならなかったが，大陸法圏におけるHand　wahre　Hand準則の発展の事情と
同様に7，市場の発展とともに人や物の流動性が高まると，証人による証明は困難となる。そこ
で，公の市場で購入したことを証明しさえすれば，取得者は窃盗の嫌疑を逃れることができるよう
になった。
　窃盗の嫌疑を免れるというところから一歩踏み込み，公開市場における購入により買主に動産を
取得させるということがコモンロー上承認されたのは，1457年の王冠宝石（Crown　Jewels）事件
判決8であったと言われる。本件において，フォルテスキュー首席裁判官（Fortescue　C．　J．）もプ
6good　faithの意味するところは，正確にはわが国における善意とは異なり，抽象性を持つより広い概念であ
　り，誠実な，と訳されることも多いが，本稿では，good　faith　acquisitionを善意取得として取り扱うことか
　ら，それにあわせて便宜的に善意と訳出する。
7詳しくは，拙稿，「善意取得に関するヨーロッパ各国法制度の比較」明治大学法学研究論集第37号（2012年）
　277頁。
8［1457］Y．B．35　Hen。　vi，　f．25
　本件は，国王が盗まれた宝石の返還を求めた訴訟であるが，国王の訴えに対し，被告は，盗品がロンドソ
市で質入された場合，質権者は質物に対する代価の支払いがなされるまで原所有権者に対して物の返還を留
保しうるというロソドンの慣習を申立てた。
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リソット首席裁判官（Prisot　C．　J．）も，盗まれた動産が公開市場において販売された場合には，
売主が当該動産についての市場税（toll）を支払っている場合にのみ所有権は原所有者から移転す
るという結論を導いた9。
　もっとも，15世紀イギリスの，このような市場税と結び付いた取引保護の準則は，当初は，必
ずしも，近現代において理解される善意取得制度と同じ意味を有するものではなかった。
　市場税の要求は，公開市場における売買を証明する機能を果たしたが，1473年のPrior　of　Lan－
tony事件判決10において，ロンドン市における売買が，市場税から切り離された形で，保護され
る11。
　こうして芽生えた公開市場の準則は，その後，各種判例を経て確立されていく12。
　すなわち，公衆にとって出入り自由な場所で，通常の営業時間内に取引が行われ，当該公開市場
で売買目的物の引渡しが行われた場合には，買主が保護される，ということである。！
　公開市場準則は，1893年に物品売買法が規定された際に，22条1項に規定が置かれた13。
　こうした公開市場規定は，買主が保護を受けることのできる場合の，時間的，場所的な制約に加
えて，時代が進み取引形態が変化するのに伴い，次第に問題となる取引が減少していったことか
ら，規範の存続に対して批判が浴びせられ，1966年の法改革委員会（Law　Reform　Committee）
においても改正するべきであるとの検討がなされたが，その場では結論は棚上げされた。
　結局，それから30年ほど経た1994年の動産売買法（付則）によって，立法者は，物品売買法22
条に規定されていた公開市場規定を，1995年1月3日に廃止した。
　この法改正は，理由がほとんど明らかにされていないが，消費者問題担当大臣（Consumer
Affairs　Minister）であったロバート・シャーリー伯爵（Earl　Ferrers　Robert　Shirley）は，1994年
12月30日の貿易産業省のプレスリリースにおいて，「数世紀前の市場に適して発展した準則に基づ
くアプローチには，もはや，居場所がない。公開市場準則は不確かさをもたらし，盗品売却の隠れ
蓑として用いられてしまうであろう。」と述べており14，また，その適用が，技術的で技巧的であ
ったためであるという見方もある15。
　公開市場規定の廃止は，その当初は特別な批判がなされることもなく行われたのであったが，そ
9島田善信「動産取引における公信の原則と英法上のRule　of　Market　Overtについて」早稲田法学34巻3・4
　号（1959年）510頁。
10［1473］Y．B．12　Edw．　iv，　f．18．
11島田・前掲注（8）513頁。
12島田・前掲注（8）514頁。
13Art．220f　Sale　of　Goods　Act
　　Where　goods　are　sold　in　market　overt，　according　to　the　usage　of　the　market，　the　buyer　acquires　a　good　title
　to　the　goods，　provided　he　buys　them　in　good　faith　and　without　notice　of　any　defect　or　want　of　title　on　the　part
　of　the　seller．
14The　press　release　of　Department　of　Trade　and　Industry（P／94／803）．
15MG．　Bridge，　THE　SALE　OF　GOODS，　Oxford，1997，　p。461．
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の後，たとえば，アティヤに見られるような，EUの構成国が善意取得者を保護する方向での法の
調和を目指している中で，善意取得者を保護する当規定を廃止することは時宜に反するとの批判も
見られた16。
　現在では，公開市場準則を廃止することによる敗者は，盗品の盗人といく人かの古物商だけであ
るというような，肯定的な見方が強まっている。すなわち，アティヤによって危惧されたような善
意の取得者が害されるような場面はほとんど存在しないという17。
（ii）取消し可能な権原（voidable　title）の下で，取引がなされた場合
　コモンローでは，所有権の譲渡の権原が無効（void）である場合と取消し可能（voidable）であ
る場合とを分けることで，nemo－dat準則の適用を免れる。
　すなわち，譲渡権原が無効であれば，nemo－dat準則に従って，譲渡人は何らの権原をも移転す
ることができないために，仮に動産が取得者に引き渡されていても，原則通り取得者は何の権利も
得ることはできない。ところが，たとえば譲渡人が詐欺によって動産を取得した場合のように，譲
渡人の権原が取消し可能である場合には，それが取り消される以前に取得者へと転売されたのであ
れば，その売買の時点では譲渡人は正権原を有しており，善意の取得者は動産を取得できる，と考
えられる。
　取消し可能な権原についての規定は，物品売買法では23条18に置かれる。
　本条は，売買目的物が盗品である場合には適用されない。本法理の適用に際しては，取得者の善
意と告知の有無を巡って問題が生じる。
㈹売主の返還請求が禁反言によって制限される場合
　イングランド法では，前述のように，原則としてnemo－dat準則を採用しているが，よく知られ
るところではあるように，自身の言動によって相手方がある事実を信用した場合には，その言動を
行った者は，自身の言動に基づく事実を否定し，それと異なる事実を主張をすることができない，
という「禁反言の法理（estoppel）」によって，取得者が権利を取得する可能性が生じる。
　すなわち，返還請求を行うことのできる所有権者自身が，本来譲渡権限を有しない譲渡人が権限
を有するかのような言動を行った場合には，その所有者は，譲渡人が譲渡権限を有しなかったこと
を主張して返還請求を行うことが妨げられる。
16P．　S．　Atiyah，　The　Sale　of　Goods　9th　ed，1995，　p．342．
17Palmer　and　E．　MacKendrick（eds），Interests　in　Goods（2nded，　LLP，1998），Ch．14，352。
18Art．230f　Sale　of　Goods　Act，　Sale　under　voidable　title．
　When　the　seller　of　goods　has　a　voidable　title　to　them，　but　his　title　has　not　been　avoided　at　the　time　of　the　sale，
　the　buyer　acquires　a　good　title　to　the　goods，　provided　he　buys　them　in　good　faith　and　without　notice　of　the
　seller’s　defect　of　title．
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　18世紀のMontefiori　v　Montefiori事件19において，エクイティ上で形成されてきた禁反言の法
理が，コモンロー上も採用されるようになった。
　さらに，物品売買法でも，21条1項のunless以下の句において，　nemo－dat準則の対象となるの
は，「物品の所有者が，自身の行為により売主の売買権限を拒否することから排除されていない限
りにおいてである」という形で規定が置かれる。禁反言にあたる場合として，①所有者の表示によ
る場合と，②表示者の行為による場合，③表示者の過失による場合とが挙げられる。
①表示による禁反言（Estoppel　by　Representation）
　表示による禁反言によって所有権者が返還請求を妨げられる場合というのは，所有権者が取得者
に対して，譲渡人が真の所有権者である，ないしは，譲渡人に物の販売について権限が与えられて
いるということを明白に説明したような場合である。
　たとえば，Henderson＆Co．　v　Williams事件20において，被告の行為が禁反言にあたると判決さ
れた。本件では，価格を支払う前に，注文時に物品を所持していると述べた倉庫管理業者から，物
品を購入した買主が，自己に譲渡権限がなかったことを理由に物品を譲渡することを拒否した倉庫
管理業者を訴えた事案である。これに対し，裁判所は，倉庫管理業者が自己の権限を問題とし譲渡
を拒むことは禁反言にあたると判決した。
②行為による禁反言（Estoppel　by　Conduct）
　行為による禁反言は，所有権者が，その行為により，売主が所有権者であるか，真の所有権者か
ら譲渡の権限を委ねられているという外観を生じさせたという場合に，問題となる。
　もちろん，賃貸借等により所有者が譲渡人に物の占有を移転させる場合もあるため，単に動産又
は権利の徴表を譲渡人に引き渡したというだけでは，禁反言の基礎を形成するものではない。
　したがって，動産の取得が問題となる場面における禁反言の適用は非常に制限され21，第三者が
所有権者として，あるいは販売する権限を有する者として物を譲渡し，これに対して所有権者が何
らかの寄与しており，また，所有権者が譲渡人の譲渡を知りまたは知りうべき場合にのみ適用され
る。
③過失による禁反言（Estoppel　by　Negligence）
　過失による禁反言は，返還請求を行う所有者が，自身の過失によって，譲渡人が所有者である，
ないしは権限があるということを，譲受人に信用させるに至った場合が該当する。
19［1762］25K．　B．203．
20［1895］1Q．　B．521．
21たとえば，Farquarson　Bros　and　Co．　v　C　King　and　Co。［1902］AC325．においては，原告と被告とが直接の
　接触を持っていなかったことから，禁反言の主張が認められなかった。
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　　過失による禁半言は，行為による禁反言と重なり合う概念である。ただし，過失による禁反言
は，極めて制限的にしか認められない。．
av）占有する売主（buyer　in　possession）から物品を取得する場合
　　「占有する売主」からの物品の取得にあたるのは，最初の売買の後も売主又はその代理人が当該
物の占有を続け，後から他の者に二重譲渡が行なわれた場合であり，その場合には1物の引渡しを
受けた善意の取得者が，その物を取得する。
　　こうした場合については，物品売買法24条22と，問屋やファクタから商品に関する権利を取得
した者を保護するファクタ法8条23において規定されている。
（v）占有する買主（seller　in　possession）から物品を取得する場合
　　イングランド法においては，物品売買法17条1項により，特定物の売買の場合には，物の所有
権の移転する時期は当事者の意図に従うため，動産の占有が買主に移転された後も，売主がなお所
有権者である場合が生じる。主として問題となるのは，所有権留保をして割賦販売が行われた場合
であるが，このとき，動産を占有している買主が，第三者に当該動産を譲渡するという問題が発生
しうる。
　　こうした場合が，「占有する買主」からの物品の取得にあたり，第三者が善意で取得した場合に
は，当該第三者は動産を取得することが出来る。
　　占有する買主からの物品の取得の場合については，物品売買法では，25条1項24に，ファクタ
22Art．240f　Sale　of　Goods　Act，　Seller　in　possession　after　sale
　　　Where　a　person　having　sold　goods　continues　or　is　in　possession　of　the　goods，　or　of　the　documents　of　title　to
　　the　goods，　the　delivery　or　transfer　by　that　person，　or　by　a　mercantile　agent　acting　for　him，　of　the　goods　or
　　documents　of　title　under　any　sale，　pledge，　or　other　disposition　thereof，　to　any　person　receiving　the　same　in
　　good　faith　and　without　notice　of　the　previous　sale，　has　the　same　effect　as　if　the　person　making　the　delivery　or
　　transfer　were　expressly　authorised　by　the　owner　of　the　goods　to　make　the　same．
23Art．80f　Factors　Act，　Disposition　by　seller　remaining　in　possession．
　　　Where　a　person，　having　sold　goods，　continues，　or　is，　in　possession　of　the　goods　or　of　the　documents　of　title
　　to　the　goods，　the　delivery　or　transfer　by　that　persol1，0r　by　a　mercantile　agent　acting　for　him，　of　the　goods　or
　　documents　of　title　under　any　sale，　pledge，　or　other　disposition　thereof，　or　under　any　agreement　for　sale，
　　pledge，　or　other　disposition　thereof，　to　any　person　receiving　the　same　in　good　faith　and　without　notice　of　the
　　previous　sale，　shall　have　the　same　effect　as　if　the　person　making　the　delivery　or　transfer　were　expressly
　　authorised　by　the　owner　of　the　goods　to　make　the　same．
24Art．250f　Sale　of　Goods　Act，　Buyer　in　possession　after　sale．
　　（1）Where　a　person　having　bought　or　agreed　to　buy　goods　obtains，　with　the　consent　of　the　seller，　possession
　　of　the　goods　or　the　documents　of　title　to　the　goods，　the　delivery　or　transfer　by　that　person，　or　by　a　mercantile
　　agent　acting　for　him，　of　the　goods　or　documents　of　title，　under　any　sale，　pledge，　or　other　disposition　thereof，
　　to　any．person　receiving　the　same　in　good　faith　and　without　notice　of　any　lien　or　other　right　of　the　original
　　seller　in　respect　of　the　goods，　has　the　same　effect　as　if　the　person　making　the　delivery　or　transfer　were　a　mer－
　　cantile　agent　in　possession　of　the　goods　or　documents　of　title　with　the　consent　of　the　owner．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－166一
法では9条25に規定される。　　　　　　　‘
　　この規定は，一見すると，包括的な善意取得を規定しているかのように見えるが，物品売買法
25条2項及び26条によると，使用貸借や条件付き売買の合意（conditional　sale　agreement）や買
取選択権付賃貸借（Hire　Purchase）が行われていた場合については，当てはまらない。
　　これらの場合については，別個に，買取選択権付賃貸借法（Hire　Purchase　Act）27条1項に規
定が置かれる。
（VD商取引において取得する場合
　　イングランドにおいては，全ての商人からの取得が保護されるのではなく，限定的に，所有者の
同意に基づいて動産を占有している商事代理人（mercantile　agent）や問屋商等から善意で取得す
る場合にのみ，取得者は保護される。
これらについては，ファクタ法2条1項27に規定が置かれる。
25Art．90f　Factors　Act，　Disposition　by　buyer　obtaining　possession．
　　Where　a　person，　having　bought　or　agreed　to　buy　goods，　obtains　with　the　consent　of　the　seller　possession　of
　　the　goods　or　the　documents　of　title　to　the　goods，　the　delivery　or　transfer，　by　that　person　or　by　a　mercantile
　　agent　acting　for　him，　of　the　goods　or　documents　of　title，　under　any　sale，　pledge，　or　other　disposition　thereof，
　　or　under　any　agreernent　for　sale，　Pledge，　or　other　disposition　thereof，　to　any　person　receiving　the　same　in
　　good　faith　and　without　notice　of　any　lien　or　other　right　of　the　original　seller　in　respect　of　the　goods，　s＃all　have
　　the　same　effect　as　if　the　person　making　the　delivery　or　transfer　were　a　mercantile　agent　in　possession　of　the
　　goods　or　documents　of　title　with　the　consent．of　the　owner．［FIFor　the　purposes　of　this　section
　　（i）the　buyer　under　a　conditional　sale　agreement　shall　be　deemed　not　to　be　a　person　who　has　bought　or
　　agreed　to　buy　goods，　and
　　（ii）‘‘conditional　sale　agreement”means　an　agreement　for　the　sale　of　goods　which　is　a　consumer　credit　agree－
　　ment　within　the　meaning　of　the　MIConsumer　Credit　Act　1974　under　which　the　purchase　price　or　part　of　it　is
　　payable　by　instalments，　and　the　property　in　the　goods　is　to　remain　in　the　seller（notwithstanding　that　the　buy－
　　er　is　to　be　in　possession　of　the　goods）until　such　conditions　as　to　the　payment　of　instalments　or　otherwise　as
　　may　be　specified　in　the　agreement　are　fulfilled．］
26Art．250f　Sale　of　Goods　Act，　Buyer　in　possession　after　sale。
　　（2）For　the　purposes　of　subsection（1）above－
　　（a）the　buyer　under　a　conditional　sale　agreement　is　to　be　taken　not　to　be　a　person　who　has　bought　or　agreed
　　to　buy　goods，　and
　　（b）‘‘conditional　sale　agreement”means　an　agreement　for　the　sale　of　goods　which　is　a　consumer　credit　agree－
　　ment　within　the　meaning　of　the　MIConsumer　Credit　Act　1974　under　which　the　purchase　price　or　part　of　it　is
　　payable　by　instalments，　and　the　property　in　the　goods　is　to　remain　in　the　seller（notwithstanding　that　the　buy－
　　er　is　to　be　in　possession　of　the　goods）until　such　conditions　as　to　the　payment　of　instalments　or　otherwise　as
　　may　be　specified　in　the　agreement　are　ful且lled．
27Art．20f　Factors　Act，　Powers　of　mercantile　agent　with　respect　to　disposition　of　goods．
　　（1）Where　a　mercantile　agent　is，　with　the　consent　of　the　owner，　in　possession　of　goods　or　of　the　documents　of
　　title　to　goods，　any　sale，　pledge，　or　other　disposition　of　the　goods，　made　by　him　when　acting　in　the　ordinary
　　course　of　business　of　a　mercantile　agent，　sha11，　subject　to　the　provisions　of　this　Act，　be　as　valid　as　if　he　were
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　商事代理人からの取得が保護される根拠となるのは，商人の譲渡権限への取得者の信頼である。
　ファクタ法上の善意者保護の規定は，動産が盗品である場合や，所有老が第三者に占有を委託
し，当該第三者が譲渡人である商人に占有を委ねた場合については，当てはまらない。
　所有者の合意は，撤回後も，取得者が当該撤回について知らない限りは当てはまり，商人が，詐
欺によって合意を得た場合であっても，取り消されるまでは有効である。　　　　　　．
　また，商事代理人に関するこのファクタ法2条1項は，重要な定義を含んでいる。すなわち，
本条の要件に，「商事代理人の通常の取引過程において行為する（acting　in　the　ordinary　course　of
business　of　a　mercantile　agent）」ということが含まれていることである。
　こうした場合の他に，特別法上，破産管財人や倉庫管理人について，特定の場合に譲渡権限が付
与される。
（2）アメリカ
　アメリカにおいても，コモンローとして前述のイギリスの構i成が引き継がれ，nemo－dat準則を
原則としながら，いくつかの例外を設ける。ただし，公開市場規定は，当初から採用されなかった。
　ルイジアナを除くほぼ全ての州で州法として用いられる統一商事法典（Uniform　Commercial
Code：UCC）では，そもそも売買を規律するUCC第2編が，イギリスの物品売買法をモデルとし
た1906年の統一売買法（Uniform　Sales　Act）を修正して作成された経緯もあり，そうした法状況
を反映した規定が設けられている。
　他人物売買については，第2編の403条において規律される28。
　expressly　authorised　by　the　owner　of　the　goods　to　make　the　same；provided　that　the　person　taking　under　the
　disposition　acts　in　good　faith，　and　has　not　at　the　time　of　the　disposition　notice　that　the　person　making　the　dis－
　position　has　not　authority　to　make　the　same．
28§2－403．Power　to　Transfer；Good　Faith　Purchase　of　Goods；‘‘Entrusting”．
　（1）Apurchaser　of　goods　acquires　all　title　which　his　trallsferor　had　or　had　power　to　transfer　except　that　a
　purchaser　of　a　limited　interest　acquires　rights　only　to　the　extent　of　the　interest　purchased，　A　person　with
　voidable　title　has　power　to　transfer　a　good　title　to　a　good　faith　purchaser　for　value．　When　goods　have　been
　delivered　under　a　transaction　of　purchase　the　purchaser　has　such　power　even　though
　（a）the　transferor　was　deceived　as　to　the　identity　of　the　purchaser，　or
　（b）the　delivery　was　in　exchange　for　a　check　which　is　later　dishonored，　or
　（c）it　was　agreed　that　the　transaction　was　to　be　a‘‘cash　sale”，　or
　（d）the　delivery　was　procured　through　fraud　punishable　as　larcenous　under　the　criminal　law．
　（2）Any　entrusting　of　possession　of　goods　to　a　merchant　that　deals　in　goods　of　that　kind　gives　him　power　to
　transfer　all　rights　of　the　entruster　to　a　buyer　in　ordinary　course　of　business．
　（3）“Entrusting”includes　any　delivery　and　any　acquiescence　in　retention　of　possession　regardless　of　any
　condition　expressed　between　the　parties　to　the　delivery　or　acquiescence　and　regardless　of　whether　the
　procurement　of　the　entrusting　or　the　possessor’s　disposition　of　the　goods　have　been　such　as　to　be　larcenous
　under　the　criminal　law。
　［Note：If　a　state　adopts　the　repealer　of　Article　6－Bulk　Transfers（Alternative　A），subsec．（4）should　read　as
　follows：］
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　同条は，1項1文と2文において，nemo・dat準則を原則として確認し，同項3文において，取
消可能な権原（voidable　title）による場合の善意の有償買主（good　faith　purchaser　for　value）の
保護を規定する。
　また，禁反言については，UCCの規定からは明確に読み取ることはできないが，アメリカの判
例法においても，禁反言の法理は古典的な判決において確立され，UCCに先立つ統一売買法では
23条の但書きに，禁反言の法理が反映された。また，UCCの下でも，そのコメソトによると，禁
反言の法理が妥当すると述べられる。
　公開市場の準則については，前述のように，アメリカでは採用されなかったが，商人からの善意
かつ有償の取得については，別の枠組みでの保護がなされる。すなわち，イソグランドの商事代理
人について見られた「通常の取引の過程において（in　ordinary　course　of　business）」という枠組み
である。同条2項によると，こうした，「通常の取引の過程において」同種の物を扱う商人から善
意かつ有償で物品を取得した者は，全ての権利を取得すると規定され，その枠組みの用いられる範
囲が拡張されている。ここでは，物の所有権者が商人に自己の物を寄託した場合や，商人が物をあ
る老に販売した後も占有を続けて（seller　in　possession），他の者に二重譲渡した場合などが含ま
れる。
　「通常の取引の過程において」という文言については，1章の201条9項に「Buyer　in　ordinary
course　of・business」の定義規定が置かれ29，当該売買が他者の権利を侵害するということを知らず
　（4）The　rights　of　other　purchasers　of　goods　and　of　lien　creditors　are　governed　by　the　Articles　on　Secured
　Transactions（Article　9）and　Documents　of　Title（Article　7）．
　［Note：If　a　state　adopts　Revised　Article　6－Bulk　Sales（Alternative　B），subsec．（4）should　read　as　follows：］
　（4）The　rights　of　other　purchasers　of　goods　and　of　lien　creditors　are　governed　by　the　Articles　on　Secured
　Transactions（Article　9），Bulk　Sales（Article　6）and　Documents　of　Title（Article　7）．
29§1－201．General　De且nitions．
　（a）Unless　the　context　otherwise　requires，　words　or　phrases　defined　in　this　section，　or　in　the　additional　defini－
　tions　contained　in　other　articles　of［the　Uniform　Commercial　Code］that　apply　to　particular　articles　or　parts
　thereof，　have　the　meanings　stated。
　（b）Subject　to　de丘nitions　contained　in　other　articles　of［the　Uniform　Commercial　Code］that　apply　to　particu－
　lar　articles　or　parts　thereof：
　（9）‘‘Buyer　in　ordinary　course　of　business”means　a　person　that　buys　goods　in　good　faith，　without　knowledge
　that　the　sale　violates　the　rights　of　another　person　in　the　goods，　and　in　the　ordinary　course　from　a　person，
　other　than　a　pawnbroker，　in　the　business　of　selling　goods　of　that　kind．　A　person　buys　goods　in　the　ordinary
　course　if　the　sale　to　the　person　comports　with　the　usual　or　customary　practices　in　the　kind　of　business　in
　which　the　seller　is　engaged　or　with　the　seller’s　own　usual　or　custolnary　practices．　A　person　that　sells　oil，　gas，
　or　other　minerals　at　the　wellhead　or　minehead　is　a　person　in　the　business　of　selling　goods　of　that　kind．　A　buy－
　er　in　ordinary　course　of　business　may　buy　for　cash，　by　exchange　of　other　property，　or　on　secured　or　unse－
　cured　credit，　and　may　acquire　goods　or　documents　of　title　under　a　preexisting　contract　for　sale．　Only　a　buyer
　that　takes　possession　of　the　goods　or　has　a・right　to　recover　the　goods　from　the　seller　under　Article　2　may　be　a
　buyer　in　ordinary　course　of　business．‘‘Buyer　in　ordinary　course　of　business”does　not　include　a　person　that
　acquires　goods　in　a　transfer　in　bulk　or　as　security　for　or　in　total　or　partial　satisfaction　of　a　money　debt．
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に，そして，質屋以外の者から同種の物を販売する取引における通常の過程において善意で物品を
購入する者であると定義される。そして，続いて，売買が，売主の従事する種類の取引における通
常の慣行又は売主自身の通常の慣行に従ったものである場合に，買主は通常の過程において購入を
しているとされる。
　ところで，UCCは商事法典であり，その規律対象が本稿で問題としている場面なのかというこ
とを考えなければならない。UCCは，主として，商事法領域における取引を対象とするものでは
あるが，非商人の行う取引も対象に含める。その代わりに，取得老が商人の場合と非商人の場合と
で，good　faithのレベルは異なる。　UCC1編201条19項では，「商人においては，現実に誠実であ
り，かつ，当該商業における公正な取引に関する合理的商事基準を遵守すること」と定義され，取
得者が商人の場合には，単に善意であるだけでは十分でなく，商人としての合理的な振る舞いをし
なければならない30。したがって，商人が取得者である場合には，善意取得の成立するハードル
は，むしろ高く設定されている。
（3）ルイジアナ31
　アメリカ合衆国の中で，ルイジアナ州については，コモンローの影響よりも，大陸法，とりわけ
フラソス法の影響を強く受けている。本来，ルイジアナ州においても，コモンローの影響を受けて
いたが，1970年代より，より大陸法を指向した立法を行う試みがなされた。UCCについては，す
でに述べたが，ルイジアナ州では部分的にしか適用されていない。
　このような状況となっているのは，ル・イジアナ州が，フラソスの植民地であったことも一つでは
あるが，1808年に民法典が起草される際に，フラソス民法典がその立法作業に大きな影響力を持
ち，強くフラソス民法典に指向した法典が作成されたことによる。
　この1808年のルイジアナ民法典は，広範な部分をフランス民法典の規定を模範としたものであ
ったが，しかしながら，善意取得の規定については，フランス民法典旧2279条の「動産に関して
は，占有は権原に値する」という準則を採用しなかった。
　代わりに採用されたのは，ローマ法のnemo－dat準則を原則としながら，善意の取得老について
は3年の期間の占有による取得時効によって保i護しようという制度であった32。この規定は，1870
30吉田　直「アメリカ統一商事法典における動産善意取得について」一橋論叢87巻6号（1982年）760頁。
31Mitchel1　Franklin，　Comparative　law：Security　of　acquisition　and　of　transaction：La　possession　vaut　titre　and
　boba丘de　purchase，　Tulane　law　review　6（1931－32），　p．589－612．　Lindsay　Ellis，　Coments：Symposium：
　Louisiana　property　law　revision：Transfer　of　movables　by　a　non－owner，　Tulane　law　review　55（1980），p．145－
　167．Tanya　Ann　Ibieta，　The　transfer　of　ownership　of　movables，　Louisiana　law　review　47（1986－87），p．841－
　858。Marie　Breaux　Stroud，　The　sale　of　movable　belonging　to　another：Acode　in　search　of　a　solution，　Tulane
　civil　law　forum，4（1988），p．41－69．　Karsten　Thorn，　Mobiliarerwerb　vom　Nichtberechtigten：Neue　Entwick－
　lungen　in　rechtsvergleichender　Perspektive，　ZEUP，1997，　S．442ff．
32LA．　CIV．　CODE　bk。　III，　tit，　XX，　art．75（1808）
　If　a　man　has　had　a　public　and　notorious　possession　of　a　moveable　thing，　during　three　years，　in　the　presence　of
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年の民法典の3506条と3507条に引き継がれた。
　ところが，以上のような法制度の下で，判例法は，コモソローの影響を受ける形で，いくつかの
例外を形成していつた。すなわち，取消可能な権原の下で売買がなされた場合と，禁反言による場
合との2つの例外である。
　ルイジアナでは，禁反言の法理の適用に慎重であった他，判例においては，両例外を適用する前
提として，原所有権者と善意の取得者との衡量を行っており，その際に，原所有権者がそうした譲
渡人に物を手渡したことに過失があるとする与因主義が用いられた。
　遺失物の場合には，買主が公売によりまたは同種の物を扱う商人から物を取得した場合には，3
年間，返還請求を行う真の所有権者に対し，買主が当該物の購入に要した価額を償還することを求
める権利を認めた。
　こうした判例法理の形成に対応する形で，1979年の民法改正により518条から525条が挿入され
た。すなわち，522条33は，判例法における取消可能な権原（voidable　title）法理の立法化であり，
521条34と524条35は占有離脱物に関するかつての規定を維持したものであり，523条36は善意の定
義規定であり，525条37は，公的な登記簿に記載された動産への善意取得の排除の規定である。
ところが，この法改正は，部分的には従来のルイジアナの法制度からの大きな変更をも含むもので
あった。すなわち，520条38における“フランス法への回帰”である。
520条では，占有委託物を善意かつ有償に取得した者に，所有権の取得を認める。
この，包括的な善意取得を認める520条に対しては，ルイジアナでは激しい批判が浴びせられるこ
　the　person　who　claims　the　property　of　the　thing，　said　person　being　a　resident　within　the　territory，　is　presumed
　to　have　known　the　circumstances　of　the　possession　and　the　property　becomes　vested　in　the　possessor，　unless
　the　thing　has　been　stolen．
33LA．　CIV．　CODE　art．522．　Transfer　of　ownership　by　owner　under　annullable　title．
　Atransferee　of　a　corporeal　movable　in　good　faith　and　for　fair　value　retains　the　ownership　of　the　thing　even
　though　the　title　of　the　transferor　is　annulled　on　account　of　a　vice　of　consent．
34LA．　CIV，　CODE　art．521．　Lost　or　stolen　thing．
　One　who　has　possession　of　a　lost　or　stolen　thing　may　not　transfer　its　ownership　to　another．　For　purposes　of
　this　Chapt6r，　a　thing　is　stolen　when　one　has　taken　possession　of　it　without　the　consent　of　its　owner．　A　thing　is
　not　stolen　when　the　owner　delivers　it　or　transfers　its　ownership　to　another　as　a　result　of　fraud．
35LA．　CIV．　CODE　art。524．　Recovery　of　lost　or　stolen　things．
　The　owner　of　a　lost　or　stolen　movable　may　recover　it　from　a　possessor　who　bought　it　in　good　faith　at　a　public
　auction　or　from　a　merchant　customarily　selling　similar　things　on　reimbursing　the　purchase　price．
　The　former　owner　of　a　lost，　stolen，　or　abandoned　movable　that　has　been　sold　by　authority　of　law　may　not
　recover　it　from　the　purchaser．
36LA．　CIV．　CODE　art．523．　Good　faith；de丘nition．
　An　acquirer　of　a　corporeal　movable　is　in　good　faith　for　purposes　of　this　Chapter　unless　he　knows，　or　should
　have　known，　that　the　transferor　was　not　the　owner．
37LA．　CIV．　CODE　art，525．　Registered皿ovables．
　The　provisions　of　this　Chapter　do　not　apply　to　movables　that　are　required　by　law　to　be　registered　in　public
　records．
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とになった。その際に危惧されたのは，リース業者が所有権留保の下で販売した動産に対する善意
取得であった。
　こうした批判を受け，520条は，いったん施行を延期された後，1981年に破棄され，代わりに，
518条39に「占有が移転されていない場合は，占有の移転を受ける後の譲受人が，善意で提供され
るならば，所有権を取得する。」という文言が加えられた。
（4）ケベック
　ケベック州では，その歴史的な経緯により，大陸法と英米法との混合した法体系を形成する40。
　そうした法的状況を整理する意味で法典化が行われたのが，1866年8月1日に施行された，「下
流カナダ民法典（Code　Civil　du　Bas－Canada）」であった。
　下流カナダ民法典においては，善意取得については，英米法系に従った制度が採られる。
　まず，原則として，1487条41において，売主に帰属しない物の販売は無効であることが規定さ
れ，ローマ法上のnemo－dat準則に従い，他人物の買主は所有権を取得できずに，所有権者による
返還請求を受ける。
　そのことは，判例においても，所右権者によって賃貸された動産の借主が，それを第三者に売っ
た場合には，たとえ占有者が善意で当該動産を取得した場合であっても，所有権老の返還訴権は継
続するとする，と確認される42。
38LA。　CIV．　CODE　art．520．
　Atransferee　in　good　faith　for　fair　value　acquires　the　ownership　of　a　corporeal　movable，　if　the　transferor，
　though　not　owner，　has　possession　with　the　consent　of　the　owner，　as　pledgee，　lessee，　depositary，　or　other　per－
　son　of　similar　standing。
39LA．　CIV。　CODE　art．518．　Voluntary　transfer　of　the　ownership　of　a　movable
　The　ownership　of　a　movable　is　voluntarily　transferred　by　a　contract　between　the　owner　and　the　transferee
　that　purports　to　transfer　the　ownership　of　the　movable．　Unless　otherwise　provided，　the　transfer　of　ownership
　takes　place　as　between　the　parties　by　the　effect　of　the　agreement　and　against　third　persons　when　the　posses－
　sion　of　the　movable　is　delivered　to　the　transferee．
　When　possession　has　not　been　delivered，　a　subsequent　transferee　to　whom　possession　is　delivered　acquires
　ownership　provided　he　is　in　good　faith．　Creditors　of　the　transferor　may　seize　the　movable　while　it　is　still　in　his
　posseSSIon．
40ケベックの法史や立法状況については，大島俊之教授の一連の論稿が詳細である。下流カナダ民法典につい
　ては，「ケベック民法典の起草者」神戸学院大学法学28巻2号（1999年）や「ケベック旧民法典の制定」神
　戸学院法学28巻4号（1999年）が，また1ケベック民法典制定に至る経緯については，「ケベック民法典略
　史」神戸学院法学34巻2号（2004年）などがある。また，ケベック民法の性格については，「ケベック民法
　の性格　大陸法的伝統と英米法の影響　」比較法研究48号（1986年）などがある。海外のものでは，Pierre
　Legrand　jr，　Civil　Law　Codification　in　Quebec：Acase　of　Decivilianization，　Zeup，1993，　p．574．
41Art．1487　Code　Civil　du　Bas－Canada
　The　sale　of　a　thing　which　does　not　belong　to　the　seller　is　null，　subject　to　the　exceptions　declared　in　the　three
　next　following　articles．　The　buyer　may　recover　damages　of　the　seller，　if　he　were　ignorant　that　the　thing　did
　not　belong　to　the　latter．
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　ただし，1488条43により，商取引の場合には当該取引は有効であり，善意取得の可能性が生じ
る。そうした商取引の場合の善意取得については，遺失物と盗品（占有離脱物）の場合と，その他
（占有委託物）の場合とを分けて考え，占有委託物であれば1988条により取得者は善意取得が可能
であるが，占有離脱物については，原所有者は，取得者が物の取得のために支払った購入代金を償
還することにより，返還請求を行うことができた（1489条44）。
　しかし，遺失物または盗品が裁判所の監督下で取引された場合（1490条45）には，所有権者によ
る返還請求は不可能であった。
　商取引の場合に返還請求が可能な盗品の概念については激しい議論が行われたが，当初は狭い概
念が支配的であったが，横領や着服へと範囲が拡大され，善意取得は可能な限り制限された46。
　1955年の「民法典の改正に関する法律」が制定されて以後，民法典の改正への試みが行なわれ，
約40年に渡る検討を経て，部分的に新家族法の施行，置換を経た後，ケベック民法典（Code　Civil
du　Qu6bec）が，1991年12月8日に制定され，1994年1月1日に施行された。新民法典において
は，フラソス法の影響が広範に抑制された。
　善意取得については，所有権者をより保護する規定構造が引き続き採られているが，いくつかの
点で下流カナダ民法典から変更が行われている47。
　旧法の下で見られた一般的な商取引と私的取引との間の区別は廃止され，その上で，物の所有権
も処分権限も有しない売主による物の売買契約は，1713条1項48によって無効であり，1714条49
に従って，取得者が善意であっても善意取得は認めず，真の所有権者の返還請求を認める。
　その上で，所有者に返還請求を認めない3つの例外を定める。3つの例外的な場合には，まず，
42Mathews　vs　Sen60al，1863　J．　J．　Beauchamp，　The　ciuvil　code　of　the　province　of　Quebec，　annotated，　t．2，　Mon－
　treal，1905，　p．286．
43Art．1488　Code　Civil　du　Bas－Canada
　The　sale　is　valid　if　it　be　a　commercial　matter，　or　if　the　seller　afterwards　become　owner　of　the　things．
44Art．1489　Code　Civil　du　Bas－Canada
　If　a　thing　lost　or　stolen　be　bought　in　good　faith　in　a　fair　or　market，　or　at　a　public　sale，　or　from　a　trader　dealimg
　in　similar　articles，　the　owner　cannot　reclaim　it，　without　reimbursing　to　the　purchaser　the　price　he　has　paid　for
　it．
45Art．1490　Code　Civil　du　Bas－Canada
　If　the　thing　lost　or　stolen　be　sold　under　the　authority　of　law，　it　cannot　be　reclaimed．
46Thorn，　a．　a．0．（Fn．57），S．458．
47以下，ケベック民法典の理解については，Jean　Pineau，　Th60rie　des　obligations，　in：La　r6forme　du　Code
　Civil，　t．　II，　Quebec，1993，　Pierre－Gabriel　Jobin，　Pr6cis　sur　la　vente，　in：La　r6forme　du　Code　Civil，　t．　II，　Que－
　bec，　Quebec，1993，　Denys－Claude　Lamontagne，　Distinction　des　biens，　domaine，　possession　et　droit　de
　propri6t，　in：La　r6forme　du　Code　Civil，　t．1，　Quebec，1993．
48Art．1713　Code　Cicil　du　Qu6bec
　The　sale　of　property　by　a　person　other　than　the　owner　or　than　a　person　charged　with　its　sale　or　authorized　to
　sell　it　may　be　declared　null．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　The　sale　may　not　be　declared　null，　however，　if　the　seller　becomes　the　owner　of　the　property．
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1714条の1項により，取得者が動産を有償で取得しており，取得者がその価額の償還を受けてい
ない場合がある。その取得に要した価額が償還されなければ返還請求から保護されるという規定が
存続するためである。次に，司法の監督の下での物の売買の場合（1714条1項）と，同種の物を
数回に渡って譲渡した場合（1454条50）である。
　1707条1項51の規定が新しく導入され，そこでは，疑わしい権原の保持者から，善意に物を受
け取った取得者が保護される。
　前述のように，ケベック民法典の下では，商取引の場合の取得者を保護するという区別は放棄さ
れたが，通常の事業取引の過程において（in　the　ordinary　course　of　business　of　an　enterprise），売
主から物の引渡しを受けた善意の買主は，取得に要した価額を償還されなければ，物の返還請求を
拒むことができる。
三，英米法における考え方の大陸法への影響
（1）ドイツの外観法理への影響
　主として，第二次世界大戦後に，ドイツにおいては，行き過ぎたゲルマン法的傾向の反省等か
ら，善意取得の規定の反省が行われた52。
　その際に，所有者の静的安全と善意取得者の動的安全との調整を図るために，禁反言の法理が参
考にされた53。
　ドイッの外観法理と英米法の禁反言の法理とは，類似性を有するが，外観法理が，取引の安全の
ために取得者の保護を目指すものであるのに対して，禁反言は倫理的な基盤に立つ点で，両者はそ
の出発点が異なるが，そうした部分の検討を置き，両当事者の利益を衡量する方向で，両法理の接
近が図られた。
49Art．1714　Code　Cicil　du　Qu6bec
　The　true　owner　may　apply　for　the　annulment　of　the　sale　and　revendicate　the　sold　property　from　the　buyer
　unless　the　sale　was　made　under　judicial　authority　or　unless　the　buyer　can　set　up　positive　prescription．
　　If　the　preperty　is　a　movable　sold　in　the　ordinary　course　of　business　of　an　enterprise，　the　owner　is　bound　to
　reimburse　the　buyer　in　good　faith　for　the　price　he　has　paid．
50Art．1454　Code　Cicil　du　Qu6bec
　If　a　party　transfers　the　same　real　right　in　the　sarne　movable　property　to　differen亡acquirers　successively，　the
　acquirer　in　good　faith　who　is　first　given　possession　of　the　property　is　vested　with　the　real　right　in　that　proper－
　ty，　even　though　his　title　may　be　later　in　time．
5ユArt．1707　Code　Cicil　du　Qu6bec
　Acts　of　alienation　by　onerous　title　performed　by　a　person　who　is　bound　to　make　restitution，　if　made　in　favour
　of　a　third　person　in　good　faith，　may　be　set　up　against　the　person　to　whom　restitution　is　owed．　Acts　of　aliena－
　tion　by　gratuitous　title　may　not　be　set　up，　subject　to　the　rules　on　prescription．
　Any　other　acts　performed　in　favour　of　a　third　person　in　good　faith　may　be　set　up　against　the　person　to　whom
　restitution　is　owed．
52喜多了祐『外観優越の法理』（千倉書房，1976年）
53Heinz　HUbner，　Der　Rechtsverlust　im　Mobiliarsachenrecht，　Erlangen，1955．
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　なお，近時のドイッにおける善意取得に関する議論のを見ると，欧州法統一の中で障害となる無
因主i義を廃止するならば，取引の保護が十分になされなくなるため，代わりに善意取得の役割が増
すのではないかという方向での見解も存在する54。
（2）フランスの物権法改正草案への影響
　フランスにおいては，善意取得の規定は時効の箇所に置かれ，「占有は権原に値する」という条
文が採用されており，この規定は占有の持つ推定機能と所有権取得機能との異なる2つの機能が
包含されていると理解されている55。
　ところが，2006年にアンリ・カピタソ協会により物権法改正に向けた準備草案が提出され，そ
こでは，善意取得に関しても現行法からの変更が見られる56。
　まず，善意取得の規定を，時効の箇所から占有の箇所へと移す。それから，現在通説として理解
されているように1つの条文に2つの意味を持たせることをやめ，2つの機能を区別する。
　すなわち，準備草案の555条57では推定機能を，続く556条58においては，所有権取得機能につ
いて規定している。
　大筋では，占有委託物と占有離脱物とを区別する従来の構成を踏襲したものとなっているが，そ
の効果が所有権の取得であるという点が明文化され59，また，対象が動産ではなく有体動産とされ
ている。
　また，556条2項では，占有離脱物について所有者が返還請求を行う際に代価を償還しなければ
ならない場面について，従来と異なり，「通常の取引場面で（dans　des　circonstances　commerciales
normales）」という，より包括的な基準が導入されている。これは，すでに見てきたような英米法
54Klaus　Schreiber／Klaus　Kreutz，　Der　Abstraktionsgrundsatz，　in：JURA　1989，　S．622．，Wolfgang　Wiegand，　Die
　Entwicklung　des　Sachenrechts　im　Verhtiltnis　zum　Schuldrecht，　in：AcP　190（1990），S119f。，　Franco　Ferrari，
　Vom　Abstraktionsprinzip　und　Konsensualprinzip　zum　Traditionsprinzip，　in：ZEuP　1993，　S．66．
55Raymond　Saleilles，　De　la　possession　des　meubles－6tudes　de　droit　allemand　et　de　droit　frangais－，　Paris，
　1907．ABDEL－BAKI，　Du　role　de　la　possession　en　mati6re　mobili6re，　Paris，1943．　Frangcois　Terr6，　Droit
　civil：les　biens（Dalloz，76d，2006）n．426°．
56フランス物権法研究会（代表・金山直樹）「フランス物権法改正の動向」民商法雑誌141号1巻134頁，ユー
　グ・ペリネーマルケ（平野裕之訳）「アソリ・カピタン協会による物権法改正提案」民商法雑誌141号4＝5巻
　458頁。
57Article　555　de　l’avant　projet　de　reforme　du　droit　des　biens．
58Article　556　de　l’avant　projet　de　reforme　du　droit　des　biens
　Le　possesseur　de　bonne　foi　d’un　meuble　corporel　qui　1’a　acquis　d’un　non－proprietaire　en　devient　proprietaire
　des　son　entree　en　possession．
　Cependant，　le　proprietaire　d’un　meuble　corporel　perdu　ou　vole　peut　en　obtenir　restitution　dans　les　trois　ans　de
　la　perte　ou　du　vol．11　doit　en　rembourser　le　prix　lorsque　le　nouveau　proprietaire　l’a　acquise　dans　des　circon－
　StanCeS　COmmerCialeS　nOrmaleS．
59ただし，本草案では，556条1項で取得者が所有権を取得するとしながら，所有権者（1e　proprietaire）が新
　所有権者（le　nouveau　proprietaire）から物を回復することができるという条文構成を採る。
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や欧州法統一の議論の影響である。
（3）欧州法統一の試みの中での影響
　欧州法統一の試みの中で，最も新しい試みは，法の共通の参照枠組みを作成することを目標とし
た草案（DCFR）の作成である。
　DCFRの善意取得の条文においては，かつての，ユニドロワによる善意取得に対する統一法作
成の試みの際にはあまり強く見られなかった英米法系の影響が見られる。
　善意取得を規律する3：101条（所有権または所有権の移転の権限を持たない者からの善意取得）60
は，無権利者から，皿一2：101（所有権譲渡の諸要件，総則）において規程される要件の下，動産を
有償かつ善意に取得した者が，原始取得により所有権を取得し，以前の所有権者は所有権を喪失す
ると規定する。
　DCFRにおいても，伝統的な占有委託物と占有離脱物との区別は放棄され，盗品の場合にのみ
返還請求が可能となっているが，盗品の場合であっても，同条2項において，取得者が譲渡人か
ら通常の取引の過程において（in　the　ordinary　course　of　business）取得した場合には，善意取得を
認める。
　したがって，本稿において検討対象としている英米法圏の規制とは対照的に，包括的かつ拡張的
な善意取得制度を予定している。
60VIII－3：101：Good　faith　acquisition　through　a　person　without　right　or　au亡hority　to　transfer　ownership
　（1）Where　the　person　purporting　to　transfer　the　ownership（the　transferor）has　no　right　or　authority　to　trans－
　fer　ownership　of　the　goods，　the　transferee　nevertheless　acquires　and　the　former　owner　loses　ownership
　provided　that：
　（a）the　requirements　set　out　in　VIII．－2：101（Requirements　for　the　transfer　of　ownership　in　genera1）para－
　graphs（1）　（a），（1）　（b），（1）　（d），（2）and（3）are　fUlfilled；
　（b）the　requirement　of　delivery　or　an　equivalent　to　delivery　as　set　out　in　VIII．－2：101（Requirements　for　the
　transfer　of　ownership　in　general）paragraph（1）（e）is　fUlfilled；
　（c）the　transferee　acquires　the　goods　for　value；and
　（d）the　transferee　neither　knew　nor　could　reasonably　be　expected　to　know　that　the　transferor　had　no　right　or
　authority　to　transfer　ownership　of　the　goods　at　the　time　ownership　would　pass　under　VIII．－2：101（Require－
　ments　for　the　transfer　of　ownership　in　general）．The　facts　from　which　it　follows　that　the　transferee　could　not
　reasonably　be　expected　to　know　of　the　transferor’s　lack　of　right　or　authority　have　to　be　proved　by　the　trans－
　feree．
　（2）Good　faith　acquisition　in　the　sense　of　paragraph（1）dose　not　take　place　with　regard　to　stolen　goods，　un－
　less　the　transferee　acquired　the　goods　from　a　transferor　acting　in　the　ordinary　course　of　business．　Good　faith
　acquisition　of　stolen　cultural　objects　in　the　sense　of　VIII　4：102（Cultural　objects）is　impossible．
　（3）Where　the　transferee　is　already　in　possession　of　the　goods，　good　faith　acquisition　will　take　place　only　if
　the　transferee　obtained　possession　from　the　transferor．
一176一
四，おわりに
　本稿において概観してきたように，英米法圏に属する国と地域においては，nemo－dat準則を原
則としてとして採用しながら，例外的に，いくつかの場合に取得者を保護するという構成を採用し
ている。
　本稿の結びに代えて，最後に，本稿の始めに提起した，所有者の返還請求を原則として認めた上
で，どのような場面に取得者が保護されなければならないのか，という問題の検討を行う。
　まず，イングランド法で，最も古いnemo－dat原則の例外であり，包括的な取得者保護の機能を
担っていたのは，公開市場準則であったが，本原則はイングランド以外の諸国においては採用され
ず，また，イングランドにおいても，不確定さと盗品売却に用いられてしまうという点を批判され，
1995年に廃止された。
　ルイジアナにおいては，1979年の民法典改正の際に，大陸法同様の包括的な善意取得規定を置
くことが検討されたが，批判にあい，結局，二重譲渡の場合に，占有を受けた者が所有権を取得す
るということを規定するに留まった。
　したがって，nemo－dat準則を原則とすることに加えて，英米法圏の国と地域においては，もは
や，包括的な取得者保護を行う規定は存在していないことになる。
　それでは，他のnemo－dat準則の例外として挙げられる規定によって，取得者の保護が図られる
状況は，どのような場面であるだろうか。すると，詐欺のような取り消しの可能な権原の下で占有
を有する譲渡人が，取消し前に譲渡を行う場合，二重譲渡の場合（占有する売主），所有権留保等
により所有権を有しない買主が占有を取得する場合（占有する買主），そして，譲渡人が特定の商
人である場合である。
　わが国における善意取得の規定は，これらの場面を包括的に含む。しかし，多様な機能を果たす
わが国の善意取得の機能の中から，英米法圏の国と地域においては，物権法のレベルでの取引保護
を目的とした動産取得者の保護のみが，脱落している。そして，その代わりに，返還請求を行う原
所有者が，問題となる譲渡の原因の作出に寄与した場合には，禁反言の法理を用いて原所有者の返
還請求は制限される。ただし，英米法における禁反言の使用は，大陸法における外観法理の使用と
比較して，より制限的である。
　こうした現象は，大陸法圏において，欧州法統一の議論や，オラソダの新民法典の制定におい
て，善意取得をより拡張的に捉えようとする傾向とは対照的である61。
　ここで，両法体系を比較的に見たときに，昨今のわが国における債務法改正の議論においても問
題となる，主として欧州の域内市場における取引の促進を目指して規定される法や，オランダやイ
61これらの状況については，拙稿「現代的視点の下での善意取得制度の諸問題一欧州法統一の議論とオラン
　ダ，ケベックの新民法典の示唆を得て一」明治大学法学研究論集第36号（2011年）149頁。
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タリアといった民商合一の法典において置かれる規定を，商事と分離した意味での純粋な民事の場
面で基本原則として適用することの是非の問題が生じる62。
　こうした民法の位置付けを巡る法政策的な議論とも関連するが，契約法が商取引の基礎をなす規
定であると考えることもできる63のに対し，少なくとも物権法の次元では動的な取引保護よりも静
的な所有者保護の役割を果たすべきであると考えるならば，善意取得制度を用いた取得者の包括的
に保護する必要性については疑問が持たれる。
　取引保護の利益を図る代わりに，取得者の保護が必要とされる場合には，個別的に禁反言ないし
消費者保護の手段によって図られれば十分ではないか。
　すると，192条が多義的である以上，一義的にその規定の要否について述べるべきではないが，
少なくとも，取引保護のために善意取得制度を用いて取得老の保護を認める機能については，民法
の位置付けを巡る法政策的な議論とも関連するが，民法が少なくとも物権法の次元では動的な取引
保護よりも静的な所有者保護の役割を果たすべきであると考えるならば，必要ないのではないかと
考える。
　以上の仮説の正否を確かめるために，現在192条の果たしている多義的な機能を個別的に検討す
ると共に，それが善意取得によるべきものであるのかどうかという点から分析をする必要がある
が，今後の課題としたい。
62たとえば，松尾　弘『民法改正を読む』（慶鷹義塾大学出版会，2012年）15頁。
63内田教授は，契約法を「市場の法的プラットフォーム」であるとし，その共通化の流れの上に，近時の国際
　的な法統一の動向を位置付ける。内田貴『民法改正一契約のルールが百年ぶりに変わる』（ちくま新書，
　2011年）45頁など。
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